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総務・専各振興グループ　------------------------------------  

小中高振興グループ　------------------------------------  
幼稚園振興グループ　------------------------------------  
事務執行概要
総務・専各振興グループ
　（総務担当）

１　私立学校審議会の開催

　　学校法人の設立及び私立学校等の設置、廃止等に関する認可を行うにあたり、意見を聴　くため私立学校審議会を開催した。

　令和４年度私立学校審議会の開催
	
	 　開　催
	  eq \o\ad(開催年月日,　　　　　　　　　　　　)
	  eq \o\ad(諮問件数,　　　　　　　　　　)
	 　開　催
	  eq \o\ad(開催年月日,　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(諮問件数,　　　　　　　　　　)
	

	
	第１回
	4. 7.29
	１２件
	第３回
	5. 3.22
	１２件
	

	
	第２回
	4.12.21
	１４件


	-
	-
	-
	

	
	
	
	
	計
	
	３８件
	


　
〔諮問の内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：件
	
	 　　区　　分
	 　　　　　学　　　　校　　　　種　　　　別
	 計
	

	
	
	 高等学校
	 中学校
	 小学校
	 幼稚園
	 専修学校
	 各種学校
	
	

	
	  eq \o\ad(法人設立,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	



２

２




１


１




２
３
６
１１





１

１
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２

１





１

１





１

５
１

１

２
９
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２

２





２

２





２
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２

１５
１

４
２２
８
５０
	
	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(学校設置,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	２
	
	２
	

	
	  eq \o\ad(設置者変更,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(法人の解散,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	１
	
	
	１
	

	
	  eq \o\ad(学校廃止,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	２
	３
	６
	１１
	

	
	 法人の組織変更
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(課程の設置,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	１
	
	１
	

	
	  eq \o\ad(課程の廃止,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	２
	
	２
	

	
	 学科の設置
	１
	
	
	
	
	
	１
	

	
	 学科の廃止
	１
	
	
	
	
	
	１
	

	
	 学則変更(収容定員)
	５
	１
	
	１
	
	２
	９
	

	
	 学則変更(広域通信制)
	２
	
	
	
	
	
	２
	

	
	 学則変更(協力校設置)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 学則変更(教育課程変更)
	２
	
	
	
	
	
	２
	

	
	 学則変更(生徒納付金変更)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	学則変更(教育区域変更)
	２
	
	
	
	
	
	２
	

	
	目的変更
	
	
	
	
	１４
	
	１４
	

	
	その他
	２
	
	
	
	
	
	２
	

	
	計
	１５
	１
	
	４
	２２
	８
	５０
	


（注）一つの諮問案件に対して、複数の内容が含まれるため、諮問件数と内訳件数とは相違する。
　　　　〔諮問結果〕　適当である。　　　　　　　　　　　　　　　４９件
継続審議とする。　　　　　　　　　　　　　　１件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校法第８条
２　私立学校関係者に対する栄典及び表彰

　　私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、専修学校及び各種学校の関係者で功績顕著　なものについて、栄典候補者、文部科学大臣表彰候補者及び憲法記念日知事表彰候補者と　して推薦を行ったほか、教育長表彰を行った。

	
	 　　区　　　　　分
	 　　 eq \o\ad(受彰者,　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	叙位・叙勲
	生存者叙勲　　０人

死亡叙位　　０人
	

	
	褒賞（藍綬）
	０人
	

	
	文部科学大臣表彰
	 　　　　　　　　４人
	

	
	知事表彰
	 　　５月　　　　８人
	

	
	教育長表彰
	１１月　　　１８人
	


　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　位階令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　春秋叙勲候補者推薦要綱及び褒賞条例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育者表彰実施要項及び教員表彰実施要綱

（文部科学大臣表彰）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府表彰規則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府私学教育功労者表彰要領

（調整担当）
１　大阪府育英会事業に対する助成
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額

	
	

	
	
	
	
	うち特定財源

	

	
	令和４年度
	570,753千円
	490,620千円
	0円
	

	
	令和３年度
	577,167千円
	519,107千円
	0円
	

	
	令和２年度
	581,919千円
	535,778千円
	0円
	


　教育の機会均等を図るため、向学心に富みながら経済的理由によって修学の困難な者に対する奨学金の貸付事業等を行う公益財団法人大阪府育英会に対して、同会の運営に要する経費について補助した。
(1)　運営費補助金

       　     415,777,925円
(2)　高等学校等奨学事業費補助返還金　   41,447,383円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　地方自治法第 232条の２

　○　令和４年度　大阪府育英会奨学資金貸付状況　　　　　        〔参　考〕
	区　　　　分
	貸付人員
	貸付金額

	高等学校
	国公立
	新規
	2,193人
	217,145千円

	
	
	継続
	4,237人
	419,935千円

	
	
	
	6,430人
	637,080千円

	
	私　立
	新規
	3,282人
	428,347千円

	
	
	継続
	6,059人
	721,115千円

	
	
	
	9,341人
	1,149,462千円

	
	計
	15,771人
	1,786,542千円

	専修学校
高等課程
	私　立
	新規
	430人
	68,263千円

	
	
	継続
	652人
	107,828千円

	
	
	
	1,082人
	176,091千円

	合　　　　計
	16,853人
	1,962,633千円


  ○　令和４年度　大阪府育英会入学時増額奨学資金貸付状況　　　　      〔参　考〕
	区分
	貸付単価
	貸付人員
	貸付金額

	高等学校
	国公立
	50,000円以内
	1,567人
	78,350千円

	
	私立
	250,000円以内
	2,256人
	516,190千円

	
	計
	
	3,823人
	594,540千円

	専修学校
高等課程
	私立
	250,000円以内
	264人
	65,550千円

	合　　計
	4,087人
	660,090千円


２　大阪府大学修学奨学金の国庫返還
	
	年　度
	予　算　額

	
	

	
	
	
	決　算　額
　　　　　　　　　
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	12,428千円
	12,428千円
	637千円
	

	
	令和３年度
	12,468千円
	12,468千円
	589千円
	

	
	令和２年度
	15,235千円
	15,235千円
	2,631千円
	


　同和対策の一環として実施していた大阪府大学修学奨学金の返還金等のうち、国庫補助金相当分を国に返還した。
(1)　大学修学奨励費補助金返還金　　　　　　　　　　　　　　　　　 12,428,000円
（専各振興担当）
１　私立専修学校、各種学校の認可、届出の受理及び指導

　　学校法人の設立の認可及び私立専修学校、各種学校の設置、廃止、解散の認可等を、私　立学校審議会の意見を聴いて行うとともに、私立専修学校、各種学校に関する各種の届出　事項を受理するほか、私立専修学校、各種学校の管理運営、学校法人化の促進等について　指導助言を行い、健全な育成に努めた。

　令和４年度認可及び届出件数
	(1) 認可等件数
	５４件

	
	法人設立
	０件

	
	法人合併
	　　０件

	
	法人解散
	　　０件

	
	設置者変更
	　　０件

	
	 eq \o\ad(学校設置,　　　　　　　　　　　　)
	０件

	
	 eq \o\ad(学校廃止,　　　　　　　　　　　　)
	　　９件

	
	学校閉鎖
	　　０件

	
	 eq \o\ad(課程の設置、廃止,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	３件

	
	寄附行為変更
	１５件

	
	目的変更
	２６件

	
	学則（収容定員）変更
	　　１件


	(2)届出件数
	４６２件

	
	 eq \o\ad(校長変更,　　　　　　　　　　　　)
	３６件

	
	 eq \o\ad(学則変更,　　　　　　　　　　　　)
	２４０件

	
	 eq \o\ad(名称変更,　　　　　　　　　　　　)
	１０件

	
	校地・校舎変更
	４４件

	
	理事長（代表者）変更
	２０件

	
	 eq \o\ad(役員変更,　　　　　　　　　　　　)
	３７件

	
	位置変更
	１件

	
	寄附行為変更
	２件

	
	登記完了
	７１件

	
	清算結了届
	１件


根拠法令等　 学校教育法第４、10、13条、130条、131条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第23条、24条の３、27条の３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　私立学校法第５、30、31、45、50、64条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第２条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行規則第２、４、13条
組合等登記令第２、３、６条
２　私立専修学校、各種学校生徒知事賞

　　専修学校、各種学校の生徒で、学業に励み優秀な成果をおさめた者について、卒業時に　知事賞を授与した。
	区　　　　　　分
	受　賞　生　徒　数

	専　修　学　校
	１９３人

	各　種　学　校
	８人

	計
	２０１人


３　全国を先導する職業教育の展開

　「将来ビジョン・大阪」で掲げた「職業教育ナンバー１」を目指し高等学校や専修学校の生徒に対して職業教育の機会を提供するため、以下の団体の運営費の一部を負担した。


大阪進路支援ネットワーク（負担金）

４　私立専修学校高等課程の経常費に対する助成

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	902,999千円
	895,552千円
	0千円
	

	
	令和３年度
	1,131,990千円
	1,106,749千円
	0千円
	

	
	令和２年度
	1,005,003千円
	959,336千円
	0千円
	


　　私立専修学校の高等課程の教育条件の向上を図り、在学している生徒の修学上の経済的　負担を軽減するとともに、学校経営の安定化を図るため、高等課程を設置する学校法人に　対し、その経常的経費について補助した。

　　この補助は、補助限度額を定め、学校法人会計基準の導入や、教育活動への支出状況等に応じ、一定の基準に基づき配分した。
	
	 　補助対象校
	 　申　請　数
	 　 eq \o\ad(補助件数,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　)
	

	
	17校
	16校
	16件
	895,552千円
	


　　　　　　　　                     根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方自治法第232条の２

５　私立外国人学校の経常費に対する助成

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	62,139千円
	62,139千円
	0千円
	

	
	令和３年度
	59,906千円
	59,906千円
	0千円
	

	
	令和２年度
	60,599千円
	60,599千円
	0千円
	


　　私立外国人学校の教育条件の向上を図り、在学している生徒の修学上の経済的負担を軽　減するため、外国人学校を設置する学校法人に対し、その経常的経費について補助した。
	
	 　補助対象校
	 　申　請　数
	 　 eq \o\ad(補助件数,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　)
	

	
	4校
	4校
	4件
	62,139千円

千円
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方自治法第 232条の２

６　私立専修学校専門課程質保証・向上事業に対する助成

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	35,000千円
	30,243千円
	0千円
	

	
	令和３年度
	35,000千円
	20,158千円
	0千円
	

	
	令和２年度
	60,000千円
	12,735千円
	0千円
	


　　私立専修学校の専門課程において、企業等との産学連携の強化、教員の資質向上及び学校関係者評価実施等の推進により、教育内容を充実することで、専修学校の質保証・向上を図るため、申請のあった設置者に対し、企業等との産学連携及び教員研修に要する費用の一部を補助した。
	
	 　補助対象校
	 　申　請　数
	 　 eq \o\ad(補助件数,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　)
	

	
	46校
	46校
	46件
	30,243千円
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方自治法第 232条の２
７　私立専修学校専門課程修学支援実証研究事業

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	3,846千円
	0千円
	0千円
	

	
	令和３年度
	51,323千円
	0千円
	0千円
	

	
	令和２年度
	73,675千円
	0千円
	0千円
	


　専門学校生が経済的理由により修学を断念することがないよう、専門学校生に対する経済的支援策について総合的な検討を進めるため、「専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研修事業」を国からの委託事業として実施するもの。
８　高等教育の修学支援新制度
 (1) 機関要件の確認

　私立専修学校（専門課程）設置者からの申請に基づき、法令に定める授業料等減免制度の対象となる専門学校の要件（機関要件）を満たしていることを確認した。
	
	年　度
	申　請　校
	確認の辞退
	確認の取消し
	
	

	
	
	
	
	
	対　象　校
	
	

	
	
	
	
	
	
	うちみなし校
	

	
	令和５年度
	137校
	0校
	4校
	140校
	3校
	

	
	令和４年度
	141校
	1校
	1校
	141校
	1校
	

	
	令和３年度
	142校
	0校
	0校
	142校
	0校
	


　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令　大学等における修学の支援に関する法律
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第７条第１項及び第２項
(2) 私立専門学校授業料等減免費補助金
　私立専修学校（専門課程）設置者が、法令に定める授業料等減免対象者に対して授業料等の減免を行った費用に対し、補助を行った。
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	4,981,738千円
	4,743,618千円
	2,371,809千円
	

	
	令和３年度
	5,032,821千円
	4,820,969千円
	2,410,485千円
	

	
	令和２年度
	4,143,651千円
	4,081,891千円
	2,040,946千円
	


根拠法令　大学等における修学の支援に関する法律
　　　　　第８条第１項及び第10条第１項

	
	補助対象校
	申　請　数
	補　助　件　数
	補　助　金　額
	

	
	141校
	139校
	139校
	4,743,618千円
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令　大学等における修学の支援に関する法律
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第７条第１項及び第２項

９　国庫補助金等交付事務

私立学校に係る私立学校施設整備費補助金等の経由事務は、次のとおりである。

　(1)私立学校施設整備費補助金（私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費）

　　　　  ３校
 4,880千円

(2)私立大学等研究設備整備費等補助金（私立大学等研究設備等整備費）

　　　　  ４校
23,712千円
(3)学校保健特別対策事業費補助金

　   ①感染症流行下における学校教育活動体制整備事業

　　　　  　２校
1,012千円

②学校等における感染症対策等支援事業
    　 ６校　 3,636千円

　   ③各種学校における感染症対策支援事業
４校   1,184千円

10　大阪府私立学校物価高騰対策一時支援金
私立学校において光熱費や教材費等の高騰により学校運営に大きな影響を及ぼしていることから、教育の質を維持し低下を招かないために、学校設置者の負担軽減を図った。

	学校種
	補助対象校数
	補助金額

	専修学校（高等課程）
	16校
	1,920千円

	各種学校（外国人学校）
	4校
	240千円

	合　　計
	20校
	2,160千円


根拠法令　　大阪府私立学校物価高騰対策一時支援金支給規則第３条
小中高振興グループ
　（管理担当）

１　私立小・中・高等学校の認可、届出の受理及び指導
　　学校法人の設立の認可及び私立小・中・高等学校の設置・廃止等、私立小・中・高等学　校に関する各種の認可を、私立学校審議会の意見を聴いて行うとともに、私立小・中・高　等学校に関する各種の届出事項を受理するほか、私立小・中・高等学校の管理運営等につ　いて指導助言を行い、健全な育成に努めた。

令和４年度認可及び届出件数

	(1) 認可件数
	３２件

	
	学校設置
	　　１件

	
	学校廃止
	　　０件

	
	学科設置
	　　０件

	
	学科廃止
	　　１件

	
	設置者変更
	　　０件

	
	学則変更（収容定員）
	　　５件

	
	学則変更（通信制）
	　 ３件

	
	寄附行為変更
	１８件

	
	組織変更
	０件


	(2) 届出件数
	３０２件

	
	校長変更
	２３件

	
	位置変更
	　　０件

	
	名称変更
	　　１件

	
	学則変更
	１３３件

	
	校地校舎変更
	　３２件

	
	理事長変更
	　１２件

	
	役員変更
	４２件

	
	登記完了
	　５８件

	
	寄附行為変更
	１件


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　学校教育法第４、10条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第23条、第27条の２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　私立学校法第５、30、31、45条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第２条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行規則第２、４、13条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組合等登記令第２、３、６条

２　私立小・中・高等学校生徒知事賞

　　私立小学校、中学校、高等学校の児童、生徒で、学業に励み優秀な成果をおさめた者に　ついて、卒業時に知事賞を授与した。

	
	区　　分


	受賞児童生徒数

	

	
	小学校
	 　　　　　　　　　　　４人
	

	
	中学校
	 　　　　　　　　　　４１人


	

	
	中等教育学校
	　　　　　　　　　　　　１人
	

	
	高等学校
	 　　全　日　制　　　８２人

 　　通　信　制　　　１１人
	

	
	計
	１３９人
	


　（助成担当）
１　私立小・中・高等学校の経常費に対する助成
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	37,125,871千円
	37,123,725千円
	5,541,144千円
	

	
	令和３年度
	36,428,943千円
	36,426,358千円
	5,429,100千円
	

	
	令和２年度
	35,956,819千円
	35,954,570千円
	5,402,138千円
	


　　学校教育に大きな役割を果たしている私立学校の重要性に鑑み、教育条件の維持向上、

保護者負担の軽減及び経営の健全化を図るとともに、私立小・中・高等学校等の経常的経費について補助した。
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	 eq \o\ad(補助単価,　　　　　　　　　　　　)

	補 助 金 額


	 　 eq \o\ad(配分方法,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	

	
	 高等学校（全日制）　　　96校
	 　　　　　　　円

         326,700
	 　　　　千円

   29,647,984
	 学校の規模や教職員数、生徒数、財務情報等の非公表状況、役員報酬の額等に応じ、一定の基準に基づいて配分


	

	
	中等教育学校     　　　　　1校
	前期  　　　 －
	    　 53,620
	
	

	
	
	後期    326,700
	
	
	

	
	 中　学　校　　　　　　  61校
	264,562
	    5,459,766
	
	

	
	 小　学　校　　　    　　17校
	240,337
	    1,551,857
	
	

	
	 高等学校　狭域通信制　　 6校

広域通信制　　 4校
	平均　　 34,982
	      410,498
	
	

	
	合　　計　　  185校
	
	   37,123,725
	
	


根拠法令等　　私立学校振興助成法第９、10条

２　私立高等学校等の教育振興に資する教育活動に対する助成
	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	50,770千円
	50,658千円
	25,328千円

	令和３年度
	50,870千円
	50,360千円
	25,180千円

	令和２年度
	53,173千円
	52,729千円
	26,364千円


　私立小・中・高等学校が独自の建学の精神に基づき行っている教育の振興を図るととも

に、社会の変化に対応した教育改革に資するため、教育振興に資する教育活動に要する経

費について補助した。

　　補助対象校等　　　次世代を担う人材育成　　　　　　　　　　　　　　　６９校
教育相談体制の整備事業　　　　　　　　　　　　　１３５校

　　　　　　　　　　　特別支援教育に係る活動の充実事業　　　　　　　　　１１校

根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

３　障がいのある生徒の高校生活支援に対する助成
	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	951千円
	357千円
	178千円

	令和３年度
	972千円
	0千円
	0千円

	令和２年度
	1,398千円
	70千円
	35千円


　　私立高等学校等において障がいのある生徒の学校生活支援を行うため、学習支援員及び介助員を配置する私立高等学校に対し、その人的配置経費について補助した。
　　補助金交付件数　２件

根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

４　学校経営推進費補助（高等学校課予算計上）
　　校長の学校マネジメントを強化し、学校の教育目標を達成するため、大阪府教育振興基本計画を踏まえて指定する教育課題に対し、ＰＤＣＡサイクルによる高い効果が見込まれる事業計画を提案する高等学校に対して補助した。

　〔令和４年度支援校決定分（３ヵ年事業）〕

　　参加申請件数　　　１件

　　補助金交付件数　　２件（うち１件は令和３年度採択）　　　　　　3,423,537円

根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

５　高校生留学支援金（短期派遣）

　　将来の大阪の発展を支える国際的な視野を持った人材を育成するため、外国の高等学校等に留学する者に対して、留学支援金を支給した。

	年　度
	補助対象校数
	
	

	
	
	
	補助金額
	

	
	
	補助人員
	
	うち特定財源

	令和４年度
	２校
	　３４名
	2,040千円
	2,040千円

	令和３年度
	０校
	　０名
	　　0千円
	　　0千円

	令和２年度
	０校
	　０名
	　　0千円
	　　0千円


　　　　　　　　　　　根拠法令等　大阪府高校生留学支援金（短期派遣）交付要綱第３条

６　大阪府私立学校物価高騰対策一時支援金

	学校種
	補助対象校数
	補助金額

	小学校
	17校
	3,708千円

	中学校
	61校
	13,080千円

	高等学校（全日制課程）
中等教育学校（後期課程）
	97校
	54,588千円

	高等学校（通信制課程）
	10校
	900千円

	合　　計
	185校
	72,276千円


私立学校において光熱費や教材費等の高騰により学校運営に大きな影響を及ぼしていることから、教育の質を維持し低下を招かないために、学校設置者の負担軽減を図る。

根拠法令等　　大阪府私立学校物価高騰対策一時支援金支給規則第３条
７　国庫補助金等交付事務

　　私立学校に係る理科教育設備整備費等補助金等の経由事務は、次のとおりである。
(1) 理科教育設備整備費等補助金
　　　　　　２４校　　　　　15,390千円

(2) 私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高等学校等施設高機能化整備費補助））

　　　　　　１８校　　　　 469,544千円

(3) 私立大学等研究設備整備費等補助金(私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費)
　　　　　　２６校　　　　 199,923千円
(4) 私立学校情報機器整備費補助金
　　　　　　１３校　　　　　16,340千円
(5) 学校保健特別対策事業費補助金
（学校等における感染症対策等支援事業）　　　　　　１５３校　　  73,931千円

（感染症流行下における学校教育活動体制整備事業）　　５３校　　　25,811千円

(6) 私立大学等経常費補助金（私立高等学校等経常費補助（広域の通信制教育の支援））

　　　　　　　４校          90,998千円

　　　　　　　　根拠法令等　　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条

　　　　　　　　　　　　　　　及び同法施行令第17条
（授業料等支援担当）
１　私立高等学校等生徒の授業料支援・減免助成

(1)私立高等学校等授業料支援助成
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	14,527,858千円
	14,241,501千円
	3,045千円
	

	
	令和３年度
	14,209,377千円
	14,113,616千円
	3,143千円
	

	
	令和２年度
	13,420,204千円
	13,062,331千円
	2,244千円
	


　　  私立高等学校等における生徒の就学を容易にし、教育の機会均等を図るため、私立高　　等学校等に在学する府民である生徒に対し、次のとおり学校法人を通じて授業料支援を　　行った。

	区　　分
	補 助 単 価
	補 助 人 員
	補 助 金 額

	全

日

制
	府内校

（96校）
	【令和元年度以降入学生】
204,000円他（Ａ）

481,200円他（Ｂ）

381,200円他（Ｃ）


	人

35,598

17,241

6,731


	円

6,893,900,576
6,120,623,516

1,200,010,310



	
	
	計
	　　59,570
	14,214,534,402

	通

信

制
	府内校

（5校）
	【令和元年度以降入学生】

1,532円/単位他（Ａ）

【平成28年度以降入学生】

1,532円/単位他（Ａ）
【平成26年度以降入学生】

　1,532円/単位他（Ａ）

5,220円/単位他（Ｂ）

【平成22年度入学生】

1,532円/単位他（Ａ）
【就学支援金旧制度】

　1,532円/単位他（Ａ）
2,814円/単位他（Ｂ）

5,220円/単位他（Ｃ）


	2,230

13

12

0

1

0

0

0
	26,877,447

73,088

　15,208

0

448

0

0

0

	
	
	計
	2,256
	26,966,191

	合　　計
	61,826
	14,241,500,593


(2)私立専修学校高等課程等授業料支援助成

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	472,249千円
	462,569千円
	174千円
	

	
	令和３年度
	496,312千円
	486,613千円
	315千円
	

	
	令和２年度
	506,420千円
	496,007千円
	551千円
	


　　  私立専修学校高等課程等における生徒の就学を容易にし、教育の機会均等を図るため、私立専修学校高等課程等に在籍する府民である生徒に対し、次のとおり設置者を通じて

授業料支援を行った。
	区　　分
	補 助 単 価
	補 助 人 員
	補 助 金 額

	専修学校

高等課程等

（28校）
	【令和元年度以降入学生】

204,000円他（Ａ）

481,200円他（Ｂ）

381,200円他（Ｃ）
	人

2,258

399

105
	円

327,682,949

118,772,190

16,113,651

	
	【平成28年度以降入学生】

184,000円他（Ａ）

361,200円他（Ｂ）

261,200円他（Ｃ）
	0

0
0
	0
0
0

	
	計
	2,762
	462,568,790


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

地方自治法第 232条の２
(3)私立小・中・高等学校生徒授業料減免助成
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	21,605千円
	9,957千円
	4,976千円
	

	
	令和３年度
	24,223千円
	7,525千円
	3,761千円
	

	
	令和２年度
	33,929千円
	17,439千円
	8,718千円
	


　　　保護者等の失職、倒産などの家計急変による経済的理由から授業料の納付が困難とな

った児童・生徒の修学を保障するため、次のとおり学校法人を通じて授業料を減免した。

	
	 　　 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助人員,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	 高等学校
 中学校
小学校
	１７人　
１７人　

２人　
	3,791,025円
5,723,000円
442,500円
	

	
	合　　　　計


	　　　　 ３６人　


	9,956,525円

	


(4)東日本大震災私立学校等授業料等特別減免助成
（予算額は対象全学種合計額。決算額は私立幼稚園分を除く）
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	1,028千円
	0千円
	0千円
	

	
	令和３年度
	1,250千円
	0千円
	0千円
	

	
	令和２年度
	1,351千円
	699千円
	699千円
	


　　　生徒等の家計支持者が被災者となり、東日本大震災に起因する事情により授業料の納付が困難となった児童・生徒の修学を保障するため、次のとおり学校法人を通じて授業料を減免した。

	
	 　　 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助人員,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	 高等学校
	０人
	 0円
	

	
	専修学校高等課程
	０人
	            　0円
	

	
	 　　　合　　　　計
	０人
	 0円


	


根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

地方自治法第 232条の２
２　私立高等学校等就学支援金（平成22年4月1日法律施行）
(1)私立高等学校等就学支援金

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	21,632,456千円
	21,067,102千円
	21,067,013千円
	

	
	令和３年度
	21,088,305千円
	21,035,390千円
	21,034,856千円
	

	
	令和２年度
	22,181,700千円
	21,075,366千円
	21,073,279千円
	


(i)私立高等学校等就学支援金交付金
私立高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒に代わり代理受領する私立高等学校等の設置者に高等学校等就学支援金を交付した。
【新制度】
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	交付単価（月額）


	生徒数


	 　交　付　金　額


	

	
	全

日

制
	 加算なし
 加算あり
（97校）
 過年度支給
	9,900 円

33,000 円
	32,239 人

43,636 人


	3,208,925,100 円

15,648,046,634 円
1,475,100 円
	

	
	通

信

制
	加算なし

加算あり

（12校）
	4,812 円

12,030 円
 (1単位あたり額)
	3,037 人

8,016 人


	282,232,633 円
1,830,922,958 円


	

	
	合　　計


	
	86,928 人


	20,971,602,425 円
	


【旧制度】令和４年度は対象者なし　
　　　　　　　　　根拠法令等　　高等学校等就学支援金の支給に関する法律第６、７条
公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等

　　　　　　　　　　　　　　　　　就学支援金の支給に関する法律第７、８条
(ⅱ)私立高等学校等就学支援金事務費交付金

就学支援金の支給に関して行う事務の執行に要する費用に充てるため、私立高等学校等の設置者に事務費交付金を交付した。

	年度
	交付対象校数
	交付金額

	令和４年度
	109校
	95,499千円

	令和３年度
	109校
	93,947千円

	令和２年度
	109校
	87,546千円


　　　　　　根拠法令等　　大阪府私立高等学校等就学支援金事務費交付金交付要綱第３条
　(2) 私立専修学校高等課程等就学支援金

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	1,129,108千円
	1,120,577千円
	1,120,577千円
	

	
	令和３年度
	1,191,511千円
	1,181,273千円
	1,181,273千円
	

	
	令和２年度
	1,267,466千円
	1,230,146千円
	1,230,146千円
	


(i) 私立専修学校高等課程等就学支援金交付金 
私立専修学校高等課程等における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒に代わり代理受領する私立専修学校高等課程等の設置者に高等学校等就学支援金を交付した。
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)
	交付単価（月額）
	生 徒 数
	 　交　付　金　額
	

	
	専修学校高等課程等
 　
加算なし

加算あり

（33校）
	 　   

9,900 円

     33,000 円
	　871 人

2,847 人
	80,526,600円
1,035,833,000円
合計 1,116,359,600円
	


根拠法令等    高等学校等就学支援金の支給に関する法律第６、７条
公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等

就学支援金の支給に関する法律第７、８条
(ⅱ)私立専修学校高等課程等就学支援金事務費交付金

就学支援金の支給に関して行う事務の執行に要する費用に充てるため、私立専修学校高等課程等の設置者に事務費交付金を交付した。

	年度
	補助対象校数
	補助金額

	令和４年度
	33校
	4,217千円

	令和３年度
	33校
	4,430千円

	令和２年度
	30校
	4,210千円


　　　　　　根拠法令等　　大阪府私立高等学校等就学支援金事務費交付金交付要綱第３条

３　私立高等学校等学び直し支援金
(1) 私立高等学校等学び直し支援金

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	27,265千円
	25,540千円
	25,540千円
	

	
	令和３年度
	42,996千円
	28,393千円
	28,393千円
	

	
	令和２年度
	26,193千円
	25,115千円
	25,115千円
	


私立高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒

　に代わり代理受領する私立高等学校等の設置者に私立高等学校等学び直し支援金を交付

した。
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	交付単価（月額）


	生徒数


	 　交　付　金　額


	

	
	全

日

制
	加算なし
加算あり
（9校）
	9,900 円

24,750 円
	3 人
8 人
	237,600 円
1,509,750 円
	

	
	通信

制
	加算なし
加算あり
（9校）
	4,812 円

12,030 円
(1単位あたり額)
	29 人
143 人

	1,869,462 円
17,302,835 円
	

	
	合　　計


	
	183 人


	 　   20,919,647 円
	


根拠法令等　　高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支援）交付要綱第３条
　　　　　　　　　大阪府私立高等学校等学び直し支援金交付要綱第４条
(2) 私立専修学校高等課程等学び直し支援金

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	8,806千円
	4,621千円
	4,621千円
	

	
	令和３年度
	8,918千円
	6,500千円
	6,500千円
	

	
	令和２年度
	8,705千円
	6,984千円
	6,984千円
	


私立専修学校高等課程等における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒に代わり代理受領する私立専修学校高等課程等の設置者に私立学校等学び直し支援金を交付した。
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	交付単価（月額）


	生徒数


	 　交　付　金　額


	

	
	
	加算なし

加算あり

（16校）
	 9,900円

24,750円


	6人
21人


	   　   　346,500 円

    　  4,274,000 円


	

	
	合　　計


	
	27人


	     4,620,500 円
	


根拠法令等　　高等学校等就学支援事業費補助金（学び直しへの支援）交付要綱第３条
　　　　　　　　　大阪府私立高等学校等学び直し支援金交付要綱第４条
４　私立高等学校等奨学のための給付金
	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	1,799,327千円
	1,679,684千円
	559,894千円

	令和３年度
	1,802,945千円
	1,693,612千円
	564,536千円

	令和２年度
	1,860,832千円
	1,787,895千円
	851,810千円


　　私立高等学校等に在学する全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、低所得者世帯の保護者等に奨学のための給付金を支給することにより、高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図った。
	学校種
	区分
	支給単価
	生徒数
	支給金額
	

	高等学校
（全日制）

（定時制）
	生活保護世帯
	円
	人
	円
	

	
	
	52,600
	916
	48,181,600
	

	
	非課税世帯(第1子)
	134,600
	6,188
	832,904,800
	

	
	非課税世帯(第2子)
	152,000
	3,382
	514,064,000
	

	
	家計急変世帯
（第1子）
	-
	94
	10,644,607
	

	
	家計急変世帯
（第2子）
	-
	43
	5,889,997
	

	高等学校
（通信制）
	生活保護世帯
	52,600
	570
	29,982,000
	

	
	非課税世帯
	52,100
	2,073
	108,003,300
	

	
	家計急変世帯
	-
	27
	1,072,388
	

	専修学校
各種学校
	生活保護世帯
	52,600
	252
	13,255,200
	

	
	非課税世帯(第1子)
	134,600
	605
	81,433,000
	

	
	非課税世帯(第2子)
	152,000
	205
	31,160,000
	

	
	家計急変世帯
（第1子）
	-
	5
	616,916
	

	
	家計急変世帯
（第2子）
	-
	3
	392,666
	

	専攻科
	非課税世帯
	52,100
	40
	2,084,000
	

	
	家計急変世帯
	-
	0
	0
	

	合　計
	
	14,403
	1,679,684,474
	


根拠法令等　高等学校等修学支援事業費補助金（奨学のための給付金）交付要綱第３条

大阪府私立高等学校等奨学のための給付金支給要綱第３条
５　私立高等学校等専攻科授業料支援金

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和４年度
	23,568千円
	20,844千円
	10,422千円
	

	
	令和３年度
	32,895千円
	26,184千円
	13,092千円
	

	
	令和２年度
	30,759千円
	28,819千円
	14,409千円
	


私立高等学校等専攻科における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒に代わり代理受領する私立高等学校等専攻科の設置者に私立高等学校等専攻科授業料支援金を交付した。
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	交付単価（月額）


	生徒数


	 　交　付　金　額



	専攻科
	非課税世帯
非課税世帯に準ずる世帯

（2校）
	35,600 円

17,800 円
	41 人

38 人


	15,414,800 円

 5,429,000 円



	合計
	
	79 人
	20,843,800 円


６　私立学校退職金給付事業に対する助成

	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	483,438千円
	483,438千円
	0千円

	令和３年度
	481,204千円
	481,204千円
	0千円

	令和２年度
	479,117千円
	479,117千円
	0千円


私立学校に優秀な教職員を確保し、その定着を図るため、公益財団法人大阪府私学総連合会の退職金給付及び給付積立事業に対して補助した。

　　〔参考〕加入者及び加入人員　　　　　　　　　　   （R5.3.31）

	 　区　　　　分
	 　　加入団体数
	 　　 eq \o\ad(加入教職員数,　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	小・中・高等学校
	88
	
	5,866
	人

	 eq \o\ad(幼稚園,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	378
	
	6,723
	人

	 eq \o\ad(私学団体,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	4
	
	20
	人

	計
	470
	
	12,609
	人


根拠法令等　　地方自治法第232条の２
幼稚園振興グループ
１　私立幼稚園等の認可、届出の受理及び指導
　　学校法人の設立の認可及び私立幼稚園の設置、廃止等、私立幼稚園に関する各種の認可
　を私立学校審議会の意見を聴いて行うとともに、私立幼稚園に関する各種の届出事項を受
  理するほか、私立幼稚園の管理運営、学校法人化の促進等について指導助言を行った。
　令和４年度認可及び届出等件数

	(1)認可件数
	２０件

	
	幼稚園廃止
※幼保連携型認定こども園への移行に伴う廃止を含む
	　　２件

	
	園則変更（収容定員）
	　　１件

	
	寄附行為変更
	１６件

	
	学校法人解散
	１件


	(2)届出件数
	３５９件

	
	園長変更
	３２件

	
	園則変更
	１０１件

	
	園地園舎増減
	１７件

	
	役員変更
	１３８件

	
	理事長変更
	６９件

	
	寄附行為変更
	　１件

	
	幼稚園休園
	１件


　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　学校教育法第４、10条　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第23条、第27条の２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　私立学校法第５、30、31、40の5、45、50条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第２条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行規則第２、４、13条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組合等登記令第３、６条
２　私立幼稚園新規採用教員研修事業
　　私立幼稚園新規採用教員に対し、教員の指導力及び資質の向上を図るため研修を行った。
(1)　実施回数　　　　　　　　　　　　　　　　　　８回
　　　　公私立幼稚園合同研修　　　　　　　　　　　 ８回

(2)　対象者　１，０２２人
３　私立幼稚園の経常費に対する助成
	年　度
	予 算 額
	補助園数
	
	

	
	
	
	決算額
	

	
	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	7,648,772千円
	170園
	7,646,641千円
	1,216,049千円

	令和３年度
	8,279,098千円
	181園
	8,279,098千円
	1,311,290千円

	令和２年度
	8,954,019千円
	194園
	8,953,783千円
	1,419,268千円


私立幼稚園の教育条件の維持向上、保護者負担の軽減及び経営の健全化を図るため、幼稚園を設置する学校法人に対し、その運営費について補助した。
この補助は、幼稚園の規模や教員数及び財務等の状況に応じて算出した額を補助額として各学校法人に交付した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第９条
４　私立幼稚園の教育研究費等に対する助成
	区　分
	予 算 額
	補助対象園数
	申請数
	補助園数
	決 算 額

	令和４年度
	11,253千円
	１園
	１園
	１園
	11,253千円

	令和３年度
	10,676千円
	１園
	１園
	１園
	10,676千円

	令和２年度
	12,835千円
	１園
	１園
	１園
	12,835千円


　　経常費助成を受けない私立幼稚園の教育条件の維持向上及び保護者負担の軽減を図るた
　め、当該幼稚園設置者に対し、直接教育の用に供する教育研究経費について補助した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　地方自治法第 232条の２
５　私立幼稚園の預かり保育事業に対する助成

	年　度
	予算額
	交付園数
	

	
	
	
	決算額
	

	
	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	490,080千円
	161園
	462,892千円
	229,485千円

	令和３年度
	553,150千円
	170園
	494,793千円
	245,481千円

	令和２年度
	400,100千円
	182園
	361,820千円
	178,805千円


保護者や地域のニーズに弾力的に対応し子育て支援に資するため、幼稚園の預かり保育事業について、幼稚園設置者に対し補助した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第９条
６　私立幼稚園等の特別支援教育費に対する助成

	年　度
	予算額
	補助単価
	対象
園児数
	

	
	
	
	
	決算額
	

	
	
	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	1,212,456千円
	784千円(2人以上)

392千円(1人)
	1,526人
	1,161,076千円
	566,648千円

	令和３年度
	988,624千円
	784千円(2人以上)

392千円(1人)
	1,341人
	1,033,870千円
	504,959千円

	令和２年度
	1,071,728千円
	784千円(2人以上)

392千円(1人)
	1,298人
	994,578千円
	481,635千円


　　私立幼稚園等における特別支援教育の充実を図るため、心身障がい児を就園させている

幼稚園等を設置する学校法人に補助した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第９条
７　キンダーカウンセラー事業に対する助成

	年　度
	予算額
	交付園数
	

	
	
	
	決算額
	

	
	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	40,500千円
	125園
	43,090千円
	21,545千円

	令和３年度
	40,500千円
	127園
	42,680千円
	21,340千円

	令和２年度
	40,500千円
	123園
	36,770千円
	18,385千円


　　私立幼稚園等における幼児教育の充実を図るため、キンダーカウンセラー事業に必要な経費について、幼稚園等設置者に対し補助した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　地方自治法第 232条の２
８　認定こども園整備等に対する助成
子どもを安心して育てることができる体制を整備するため、認定こども園の整備等に要
する費用の一部を市町村及び学校法人に対して補助した。
(1) 子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金・文部科学省分）を財源とする事業

	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	１市
	5,287千円
	5,287千円


	令和３年度
	１市
	1,710千円
	1,710千円

	令和２年度
	―
	0千円
	0千円


(2)認定こども園施設整備交付金（文部科学省）を財源とする事業

	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	17市町
	756,371千円
	756,371千円

	令和３年度
	15市町、1学校法人
	666,666千円
	666,666千円

	令和２年度
	20市町、2学校法人
	997,374千円
	997,374千円


　　　　　　根拠法令等　(1)大阪府安心こども基金特別対策事業認定こども園整備等
（文部科学省関係分）補助金交付要綱
(2)大阪府認定こども園施設整備費補助金交付要綱
(3)教育支援体制整備事業交付金（文部科学省）を財源とする事業

　ア　移行準備支援事業

	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	1学校法人
	16千円
	16千円

	令和３年度
	4学校法人
	920千円
	920千円

	令和２年度
	2学校法人
	1,084千円
	1,084千円


イ　ＩＣＴ化支援事業

	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	103学校法人
	71,108千円
	71,108千円

	令和３年度
	68学校法人
	45,516千円
	45,516千円

	令和２年度
	44学校法人
	25,902千円
	25,902千円


ウ　幼児教育の質の向上のための緊急環境整備事業
	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	185学校法人
６設置者（宗教法人・個人）
	171,778千円
	171,778千円

	令和３年度
	214学校法人
７設置者（宗教法人・個人）
	131,554千円
	131,554千円

	令和２年度
	239学校法人
７設置者（宗教法人・個人）

1国立大学法人

32市町
	393,664千円
	393,664千円


エ　認定こども園等における教育の質の向上のための研修支援
	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和４年度
	60学校法人
	3,386千円
	3,386千円

	令和３年度
	41学校法人
	1,751千円
	1,751千円


根拠法令等　　大阪府教育支援体制整備事業費補助金交付要綱

９　国庫補助金等交付事務
　　私立幼稚園に係る私立幼稚園施設整備費補助金等の経由事務は、次のとおりである。
　　○私立学校施設整備費補助金《新築・増築・改築等》

	年　度
	園　数
	補助額

	令和４年度
	12園
	27,836千円

	令和３年度
	25園
	176,263千円

	令和２年度
	19園
	136,566千円


根拠法令等　私立学校施設整備費補助金（私立幼稚園施設整備費）交付要綱
○教育支援体制整備事業費交付金

	年　度
	園　数
	補助額

	令和４年度
	135園
	123,093千円

	令和３年度
	115園
	23,071千円


根拠法令等　教育支援体制整備事業費交付金（幼稚園の教育体制支援事業）交付要綱
10　施設型給付費等負担金
	年  度
	予算節
	予 算 額
	交付対象
	決 算 額

	令和４年度
	補助金
	4,056,158千円
	43市町村
	3,932,646千円

	
	負担金
	5,833,248千円
	43市町村
	5,788,805千円

	令和３年度
	補助金
	3,932,732千円
	43市町村
	3,847,314千円

	
	負担金
	5,587,980千円
	43市町村
	5,570,093千円

	令和２年度
	補助金
	3,863,383千円
	43市町村
	3,641,615千円

	
	負担金
	5,536,801千円
	43市町村
	5,388,730千円


　　子どもの健やかな成長を支援するため、市町村が支弁する施設型給付費等の支給に要する経費について福祉部子育て支援課を通じて交付した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　子ども・子育て支援法
11　子育て支援施設等利用給付費負担金
	年  度
	予算節
	予 算 額
	交付対象
	決 算 額

	令和４年度
	負担金
	3,344,965千円
	43市町村
	3,230,032千円

	令和３年度
	負担金
	3,567,091千円
	43市町村
	3,505,377千円

	令和２年度
	負担金
	3,841,364千円
	43市町村
	3,781,817千円


　　令和元年10月から実施された幼児教育・保育の無償化に係る費用のうち私学助成園の保育料等の給付に要する費用及び幼稚園で実費徴収されている食事の提供に要する費用の一部について交付した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　子ども・子育て支援法

12　大阪府私立学校物価高騰対策一時支援金
	補助対象園数
	補助金額

	170園
	30,807千円


私立学校において光熱費や教材費等の高騰により学校運営に大きな影響を及ぼしていることから、教育の質を維持し低下を招かないために、学校設置者の負担軽減を図った。

　　　　　　　　根拠法令等　　大阪府私立学校物価高騰対策一時支援金支給規則第３条
13　子ども安全安心対策支援事業
ア　送迎用バス改修支援事業

	年度
	予算額
	決算額

	令和４年度
	162,360千円
	0千円　※令和５年度へ繰越


イ　登園管理システム導入支援事業

	年度
	予算額
	決算額

	令和４年度
	147,840千円
	0千円　※令和５年度へ繰越


ウ　子ども見守り支援事業

	年度
	予算額
	決算額

	令和４年度
	35,680千円
	0千円　※令和５年度へ繰越


エ　安全管理研修支援事業

	年度
	予算額
	決算額

	令和４年度
	439千円
	0千円　※令和５年度へ繰越


バス送迎にあたっての安全管理の徹底に関する緊急対策「こどものバス送迎・安全徹底プラン」が政府として取りまとめられたことを踏まえ、本府においても、送迎バス置き去り事案を二度と起こさないよう、安全装置の装備等を支援する。
　　　　　　　　根拠法令等　　学校保健安全法施行規則
令和４年度　　　249千円


令和３年度　　　274千円


令和２年度　　　181千円









